（法第10条第１項第８号）【活動予算書の記載例：特定非営利活動のみを実施する場合】
	設立当初の事業年度　活動予算書

	法人成立の日から令和○年○月○日まで

	特定非営利活動法人○○○○○○

	科目
	金額（円）

	Ⅰ　経常収益
	
	
	

	　１．受取会費
	
	
	

	　　　正会員受取会費
	0
	0
	

	　２．受取寄附金
	
	
	

	　　　受取寄附金
	0
	0
	

	　３．受取助成金等
	
	
	

	　　　受取民間助成金
	0
	0
	

	　４．事業収益
	
	
	

	[bookmark: _GoBack]　　　○○事業収益
	0
	
	

	　　　△△事業収益
	0
	0
	

	　５．その他収益
	
	
	

	　　　・・・・・
	0
	0
	

	　経常収益計
	
	
	0

	Ⅱ　経常費用
	
	
	

	　１．事業費
	
	
	

	　　（１）人件費
	
	
	

	　　　　　給料手当
	0
	
	

	　　　　　臨時賃金
	0
	
	

	　　　　　人件費計		
	0
	
	

	　　（２）その他経費
	
	
	

	　　　　　会議費
	0
	
	

	　　　　　旅費交通費
	0
	
	

	　　　　　消耗品費
	0
	
	

	　　　　　印刷製本費
	0
	
	

	　　　　　委託料
	0
	
	

	　　　　　その他費用計
	0
	
	

	　　　事業費計
	
	0
	

	　２．管理費
	
	
	

	　　（１）人件費
	
	
	

	　　　　　役員報酬
	0
	
	

	　　　　　臨時賃金
	0
	
	

	　　　　　人件費計
	0
	
	

	　　（２）その他経費
	
	
	

	　　　　　光熱水費
	0
	
	

	　　　　　消耗品費
	0
	
	

	　　　　　その他費用計
	0
	
	

	　　　管理費計
	
	0
	

	　経常費用計
	
	
	0

	　　当期経常増減額
	
	
	0

	Ⅲ　経常外収益
	
	
	

	　１．固定資産売却益
	0
	0
	

	　　経常外収益計
	
	
	0

	Ⅳ　経常外費用
	
	
	

	　１．過年度損益修正損
	0
	0
	

	　　経常外費用計
	
	
	0

	　　　税引前当期正味財産増減額
	
	
	0

	　　　法人税，住民税及び事業税
	
	
	0

	　　　当期正味財産増減額
	
	
	0

	　　　前期繰越正味財産額
	
	
	0

	　　　次期繰越正味財産額
	
	
	0



【作成上の留意点】 
１　用紙の大きさは、日本工業規格Ａ４とすること。
２　設立当初の事業年度及び翌事業年度の活動予算書はそれぞれ別々に作成すること。
３　設立初年度は、事業期間の部分は「成立の日から令和○年○月○日（最初の事業年度終了日）」と記載すること。 
４　事業収益の欄に記載する事業名は、定款第５条の事業名及び事業計画書の事業名と一致させること。
５　事業別に、活動予算書の事業費の計と事業計画書の予算額は一致させること。 
６　活動予算書の事業費の計が管理費の計よりも大きくなるようにすること。
７　その他の事業を実施する場合は、特定非営利活動に係る事業の経常費用がその他の事業の経常費用より大きくなるようにすること。
８　その他の事業で利益が生じた場合は、特定非営利活動に係る事業へ振り替えること。
９　前期繰越正味財産額（設立時正味財産額）の部分は、設立初年度は「設立時正味財産額」、次年度以降については「前期繰越正味財産額」と記載すること。

（法第10条第１項第８号）【活動予算書の記載例２：その他の事業を実施する場合】
	設立当初の事業年度　活動予算書

	法人設立の日から令和○年○月○日まで

	特定非営利活動法人○○○○○○

	科目
	特定非営利活動
に係る事業
	その他の事業
	合計（円）

	Ⅰ　経常収益
	
	
	

	　１．受取会費
	
	
	

	　　　正会員受取会費
	0
	
	0

	　　　・・・・・
	0
	
	0

	　２．受取寄附金
	
	
	

	　　　受取寄附金
	0
	
	0

	　　　・・・・・
	0
	
	0

	　３．受取助成金等
	
	
	

	　　　受取民間助成金
	0
	
	0

	　４．事業収益
	
	
	

	　　　○○事業収益
	0
	
	0

	　　　△△事業収益
	0
	
	0

	　　　▲▲事業収益
	
	0
	0

	　　　●●事業収益
	
	0
	0

	　５．その他収益
	
	
	

	　　　受取利息
	0
	
	0

	　　　・・・・・
	0
	
	0

	　経常収益計
	0
	0
	0

	Ⅱ　経常費用
	
	
	

	　１．事業費
	
	
	

	　　（１）人件費
	
	
	

	　　　　　給料手当
	0
	0
	0

	　　　　　臨時賃金
	0
	0
	0

	　　　　　人件費計
	0
	0
	0

	　　（２）その他経費
	
	
	

	　　　　　会議費
	0
	0
	0

	　　　　　旅費交通費
	0
	
	0

	　　　　　消耗品費
	0
	0
	0

	　　　　　印刷製本費
	0
	
	0

	　　　　　委託料
	0
	
	0

	　　　　　売上原価
	
	0
	0

	　　　　　その他費用計
	0
	0
	0

	　　　事業費計
	0
	0
	0

	　２．管理費
	
	
	

	　　（１）人件費
	
	
	

	　　　　　役員報酬
	0
	
	0

	　　　　　臨時賃金
	0
	
	0

	　　　　　・・・・・
	0
	
	0

	　　　　　人件費計
	0
	0
	0

	　　（２）その他経費
	
	
	

	　　　　　消耗品費
	0
	
	0

	　　　　　光熱水費
	0
	
	0

	　　　　　・・・・・
	0
	
	0

	　　　　　その他費用計
	0
	0
	0

	　　　管理費計
	0
	0
	0

	　経常費用計
	0
	0
	0

	　　当期経常増減額
	0
	0
	0

	Ⅲ　経常外収益
	
	
	

	　１．固定資産売却益
	0
	
	0

	　　　・・・・・
	0
	
	0

	　　経常外収益計
	0
	
	0

	Ⅳ　経常外費用
	
	
	

	　１．過年度損益修正損
	0
	
	0

	　　　・・・・・
	0
	
	0

	　　経常外費用計
	0
	
	0

	　　　経理区分振替額
	0
	0
	0

	　　　税引前当期正味財産増減額
	
	
	0

	　　　法人税、住民税及び事業税
	
	
	0

	　　　当期正味財産増減額
	0
	0
	0

	　　　前期繰越正味財産額
	
	
	0

	　　　次期繰越正味財産額
	
	
	0



【作成上の留意点】 
１　用紙の大きさは、日本工業規格Ａ４とすること。
２　設立当初の事業年度及び翌事業年度の活動予算書はそれぞれ別々に作成すること。
３　設立初年度は、事業期間の部分は「成立の日から令和○年○月○日（最初の事業年度終了日）」と記載すること。 
４　事業収益の欄に記載する事業名は、定款第５条の事業名及び事業計画書の事業名と一致させること。
５　事業別に、活動予算書の事業費の計と事業計画書の予算額は一致させること。 
６　活動予算書の事業費の計が管理費の計よりも大きくなるようにすること。
７　その他の事業を実施する場合は、特定非営利活動に係る事業の経常費用がその他の事業の経常費用より大きくなるようにすること。
８　その他の事業で利益が生じた場合は、特定非営利活動に係る事業へ振り替えること。
９　前期繰越正味財産額（設立時正味財産額）の部分は、設立初年度は「設立時正味財産額」、次年度以降については「前期繰越正味財産額」と記載すること。


